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ウズベキスタンにおける

後期 中等教育 と労働市場の分析

小 川 啓

本 研究 で は,ウ ズベ キ スタ ンにお け る後 期 中等教育 の 中 で も農業 部 門の後 期 中等

職業 教育 に焦 点を 当 て,雇 用 との関係 を包 括的 に分析 す る こ とを目的 とす る。 ウズ

ベ キス タ ンにおい て農業 セ ク ターは,最 も重要 な産業 の一 つ で あ り,ウ ズベ キ スタ

ンの経済 を支 えて い る。 ウズベ キ スタ ン政 府 は農業部 門 で の需 要 が今後 も高 い と予

測 してお り,後 期 中等農 業教 育 の拡 大 を計 画 し,実 施 して いる。 また,ウ ズベキ ス

タ ンで は失 業率 が低 く,政 府 の政策 ・計 画 に沿 った教 育改 革 が遂行 されて いる。本

研 究 では,国,州,そ して学校 レベル のデ ー タを分 析 して後期 中等教 育 と雇用 につ

いて の関係 を調 べ る。

キ ー ワー ド ウズベ キス タ ン,後 期 中等 教育,教 育 と雇 用

1は じ め に

ウ ズ ベ キ ス タ ンは1991年 に 旧 ソ ビエ トか ら独 立 した 中央 ア ジ アに 位 置 す る 国 で,国 民 一 人

当 た りのGMが520米 ドル の低 所 得 国 で あ る。1990年 後 半 か ら移 行 経 済 政 策 が進 め られ て お

り,教 育 セ ク タ ー に お い て も 「人 材 養 成 シ ス テ ム の 国 家 プ ロ グ ラ ム(NationalProgramfor

PersonnelTraining:NPPT)」 と 「学 校 教 育 開 発 国 家 プ ロ グ ラ ム(NationalProgramforSchool

EducationDevelopment:NPSED)」 の2つ の教 育 政 策 プ ロ グ ラ ム の も と改 革 が遂 行 中 で あ る。

ウ ズ ベ キ ス タ ン政 府 は国 連 ミ レニ ア ム 開 発 目標 や万 人 の た め の 教 育(EducationforAll)を

2015年 ま で に 達成 す る こ とに 適 進 す る一 方 で,後 期 中 等 教 育 や大 学 教 育 の充 実 も優 先 事 項 に

掲 げ て い る。

これ らの 国家 教 育 改 革 を 遂 行 す る た め に,ウ ズ ベ キ ス タ ン政 府 はGDPの6.5%か ら7.4%

の 国 家 支 出 を教 育 セ ク タ ー に 割 り当 て て お り,こ れ は政 府 全 体 の支 出額 の23%～28%に 値 す

る。 他 の 国 と比 べ る とOECD諸 国 の 平 均 はGDPの5.1%で あ り,ま た,サ ブ サ ハ ラ以 南 の

ア フ リカ諸 国 で もGDPの4.5%し か 平 均 して 教 育 セ ク タ ー に使 わ れ て い な い 。 こ の こ とか ら

も,ウ ズ ベ キ ス タ ン政 府 が教 育 を 国 家 の社 会経 済 開発 の 最 優 先 項 目 に して い る こ とが 理 解 で

き る。
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ウズベキスタンでは国民教育省と高等 ・中等専門教育省の2つ の教育省が教育セクターを

管轄 している。前者は初等教育と前期中等教育を管轄 し,後 者は後期中等教育と高等教育を

管轄 している。 ウズベキスタンにおいて後期中等教育は10年 生か ら12年生の三学年を対象に

しており,普 通教育を中心に行 うアカデ ミック ・リセ(academiclyceum:M)と 職業訓練

に焦点を当てたプロフェッシ ョナル ・カレッジ(ProfessionalCollege:PC)の 二つに大別さ

れる。ALに 在学す る生徒の割合は後期中等教育全体の10%の みである。 それに対 して,残

りの90%の 生徒は職業訓練型のPCに 在学 している。 ウズベキスタン政府は,初 等教育か ら

後期中等教育までの12年 間を義務教育 と位置づけている。後期中等教育 まで義務教育化 して

いる国は,世 界的にあまり例がなく非常に珍 しいケースである。

2本 研究 の目的

本研究では,後 期中等教育の中でも農業部門の後期中等職業教育に焦点を当て,雇 用との

関係を包括的に分析す ることを目的とする。 まずはじめに,産 業(サ ー ビス産業,製 造業,

農業など)と 雇用 の動向からウズベキスタンの経済状況を概観す る。次に,現 在の労働需要

状況と将来の労働需要予測か ら,雇 用 と労働市場の動向を分析す る。そ して,国 家 レベル と

地方 レベルの両面か ら後期中等職業教育の卒業生と雇用の関係を政府のデータを用いて検証

す る。最後に事例分析を用 いて地方 レベルと学校 レベルでの教育 と雇用の関係を分析する。

本研究では地方 レベルのケース ・スタディとしてタシュケ ント州 とブカラ州を用い,さ らに,

学校 レベルの研究 としてブカラ州に位置する1)ブ カラ ・ガラオシ職業学校,2)ブ カラ農

業経済職業学校,と タシュケント州の3)キ ブレイ農業職業学校の3つ の農業職業学校を取

りあげる。

3本 研究の意義

これまでに先進国に限らず開発途上国で も,教 育 と労働市場の分析に関する数多 くの研究

がなされてきた。 しかし,中 央アジアにおける教育 と労働市場に関する研究はあまりなされ

ていない。その理由として,労 働市場の分析をするためのデータを入手することが非常に困

難であることが挙げられる。また,ウ ズベキスタンでは英語があまり通 じず,ウ ズベキ語か

ロシア語で調査を行わな くてはならず,限 られた研究者 しか調査ができない。更に,国 際機

関が レポー トを作成する際にウズベキスタンのシンクタンクに研究プロジェク トを発注 して,

家計調査を行っているが,こ のような調査 も国際機関のレポー トでサマ リーのみが紹介 され

る程度である。実際,ウ ズベキスタンの教育 と労働市場の状況はそれほど理解されておらず

本研究で行う分析 は大変意義があると思われる。

現在,政 府がもっとも力を入れている教育分野の一つが後期中等職業教育(PC)の 拡大
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である。そのPCの 中でも特に力が注がれている分野の一つが農業部門の後期中等教育であ

る。本研究では,ウ ズベキスタンの産業分野の雇用 と後期中等農業学校との関係をマクロデ

ータとミクロデータを基に分析する。また,ウ ズベキスタンで実施 した現地調査により,中

央や地方の政府機関からデータを入手 し,さ らに現地の後期中等農業学校 にて聞き取 り調査

を行い,こ れ ら1次 データと2次 データをもとに,現 在のウズベキスタンの教育 と雇用の実

情を概説する。

PCの 中には様 々な職業訓練学校があるが,本 研究では農業学校 に焦点を当てる。それは,

ウズベキスタンの産業動向をみても農業が とても重要な産業であるか らである。例えば,図

1は 各産業分野のGDPに 占める割合を示 したものである。この図か ら分かるように,サ ー

ビス業が ウズベキスタンのGDPの 中で最大のシェアを誇 り,1995年 の34.6%か ら2003年 に

は37.4%へ と微増 している。農業はサービス業 に次いでGDPの 中で二番 目のシェアを持 っ

ている。1996年 には22.4%ま で落ち込んだ ものの,そ のシェアは,1995年 の28.1%か ら2002

年の30.1%へ と増加 している。2003年 時点で,三 番目に大きなシェアを持つのは工業であ り,

さらに13.7%の 純税収,4.7%の 建築業 と続 く。工業 と純税収のシェアは1995年 以来大きな

変動 はないが,建 築業は1996年 に7.6%の シェアを記録 した後,2003年 の4。7%ま で落ち込ん

でいる(図1参 照)。 前述のように,図1は ウズベキスタン経済において農業が最 も重要な

産業の一つであることを明確に示 している。

図1ウ ズ ベ キ ス タ ン の 経 済 分 野 別GDPシ ェ ア
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ウズベキスタンの他の産業やマクロ経済全体の成長率 と農業の成長率を比較 してみると,

表1が 示すように,農 業の成長率は非常に目を見張 るものがあり,2002年 以来,平 均 して年

6%の 成長を遂げている。 このこともまたウズベキスタンにおいて農業が主要産業の一つで

あることを示 している。 ウズベキスタンのマクロ経済動向は,近 年力強い成長を示 しており,
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表1ウ ズベキスタンの主要マクロ指標前年比成長率

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006*

GDP成 長率 3.8 4.2 4.0 4.2 7.4 7.0 7.3

人口増加率 1.4 1.3 1.2 1.2 12 1.2 1.7

国民一人当たりGDP 2.4 2.9 2.7 3.0 6.2 5.7 6.1

工業生産額 5.9 7.6 8.3 6.0 9.4 7.2 10.8

農業生産額 3.1 4.2 6.0 7.3 8.9 5.4 6.2

財 ・サ ー ビス輸 出額 0.9 一2
.9

一5 .7 24.6 30.3 11.5 18.1

固定資産投資額 1.0 4.0 3.6 4.5 7.3 5.7 6.2

出 所:StatisticalReViewoftheRepublicofUzbekistan(2007年)を も とに 筆 者 作 成

注:*Preliminarydata

農業の他に工業生産額 も2000年 以来増加を続けている。 この結果,前 年比の経済成長率は年

平均8%に 達 している。商品とサービスの輸出と固定資産への投資 も,2003年 以来増加 し続

けているが,本 研究では農業セクターと後期中等農業学校に焦点をあて,労 働市場の分析を

行う。

4ウ ズベキスタンの労働市場の現状

農業分野はウズベキスタン経済において重要な役割を担 っているが,全 就業者数に占める

就農者のシェアは減少 している。図2は 就業者数か ら見た産業動向を示 している。農業分野

と林業分野の就業者が全就業者数中に占めるシェアはここ10年減少 している。1995年 には全

体の40%の 就業者が農業 と林業に在籍 していたのに対 して,2003年 には30%,2005年 には30

%以 下まで減少 している。その一方で,金 融業と銀行業を除いて,他 の産業はそのシェアを

増加させている。

ウズベキスタンの雇用状況をみると,農 業分野は依然 として雇用において最大のシェアを

図2ウ ズベキスタンの就業者数でみた産業動向
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出所:MinistryofEconomic(2007年)の デ ー タ を も と に筆 者 作 成
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金融,

保険
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科学,14%

ク レ ジ ッ ト
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図32005年 度経済 分野 別雇用 構造

その他,11%工 業,13%

貿易,食 品, 建築,8%

農林業,29%

マ テ リア ル,9%

出所:MinistryofEconomics(2007年)の デ ー タ を もと に 筆 者 作 成

占めている。 より詳細に就業者構造をみると,2005年 時点で,全 就業者のほぼ30%は 農業分

野 と林業分野にお り,農 業は雇用において最大のシェアを持つことが分かる(図3を 参照)。

教育 と科学分野は二番 目に大きな割合を持 ち(14%),工 業分野がその後に続いている(13

%)。 この図3は,雇 用において最 も大 きな割合を誇 っているがゆえに,ウ ズベキスタンの

雇用情勢において農業分野が最も重要な分野であることを示 している。

5雇 用と労働市場

5.1雇 用 と労働市場の現状

ウズベキスタン政府が公表 している失業率は1%未 満 と低い値である。一方,世 界銀行が

国際的に共通な手法を使用 して算出した失業率は約6%と なっていて,そ の内訳は男性失業

率6.7%,女 性失業率4.4%で ある(WorldBank,2003)。 多 くの途上国では失業率は20%以 上

であり,こ の値 と比較すると,ウ ズベキスタンの労働市場はうま く機能 していると言える。

さらにOECD諸 国の平均失業率は6.9%で あり,ウ ズベキスタンはOECD諸 国とも比類 しう

るほど失業率が低い。

ウズベキスタンでは,男 性 ・女性それぞれ労働者数が増加 してお り,失 業 と認定されてい

る人数が減少 している。表2は2000年 から2004年 までの雇用 と労働市場の状況を示 している。

労働人口は2000年 の900万 人から10%増 加 して,2004年 には990万 人となっている。この労働

人口の増加は,男 女ともに共通 して言えることである。女性労働力の労働市場に占める割合

は44%で,男 性が56%と なっている。労働市場における男女比は,2000年 以降変化がない。

表2は2000年 以降失業人口が減少 していることも示 している。 この傾向は男女ともに確認さ

れる。さらに,女 性が失業者の中に占める割合は2000年 の48%か ら2004年 には46%ま で減少

している。その一方で男性の占める割合は2000年 の52%か ら54%へ と上昇 している(㎜P,



50 第197巻 第4号

表2ウ ズベキ ス タ ン雇 用 と労働 市場

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年

経済活発を行っている者の分布

合計('000) 9,018.4 9,173.5 9,367.8 9,621.2 9,945.5

女性('000) 3,977.0 4,038.6 4,123.8 4,233.1 4,377.7

男性(℃00) 5,041.4 5,134.9 5,244.0 5,388.1 5,567.8

女性(%) 44 44 44 44 44

男性(%) 56 56 56 56 56

無 職 と登 録 され てい る者('000)

女 性('000)
一 222.4 213 197.8 193.5

男 性('000)
一 240.4 235.2 232.7 231.5

女性(%) 一 48 48 46 46

男性(%) 一 52 52 54 54

出所:UNDP(2007)website:http:〃www.statistics.uzを も と に筆 者 作 成

2007)。

5.2将 来の労働需要

ウズベキスタン経済省(2007)は,2010年 までの農業分野での技能程度別の労働需要を算

出し,そ の中で中位の技能を持 った労働者の割合は49%,下 位の技能を持 った労働者は31%

必要であると推計 した。(図4参 照)。 また,中 位を超えた専門性を持つ労働者は20%必 要で

あるとした(そ の内訳 は,上 位の技能を持 った労働者が7%,エ ンジニアや技術者が6%,

行政官や運営者が6%で ある)。 これ らの将来の労働需要予測か ら,農 業の職業学校を卒業

した人材が最 も農業分野において必要とされていると言える。なぜな ら,職 業学校は中位の

図42010年 まで の農 業分野 におけ る労 働需 要(%)

低位の専門性,31%

7%

ニ ア,技 術者,6%

高位の専門性,7%

出 所:MinistryofEconomy(2007年)の デ ー タ を も とに 筆 者 作 成
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技能を持 った労働者を養成 しているからである。 中位 レベルの専門性をもつ労働力を提供す

るのがPCの 中でも後期中等農業学校である。

5.3後 期中等職業教育(PC)卒 業者 における教育 と雇用

5.3.1国 家 レベル

ウズベキスタ ン政府の算出によると,依 然 として農業分野における後期 中等職業教育の卒

業者に対す る労働需要 は高 い(MinistryofEconomy,2007)。 ウズベキスタン政府は,2004

年か ら2009年 までに,国 家 レベルで200万 人以上の後期中等職業教育の卒業者が必要になる

と算出している。その中で,工 業 ・運送 ・通信分野では63万人の,農 業工業複合産業では22

万人の後期中等職業教育の卒業者が必要とされている(表3参 照)。

このようなマ ンパワー ・プランニ ング(㎜powerplanning)は 鞘 政策におけ砧 し・政

策手法であるが,旧 ソ連型の経済の需要に沿った教育政策がまだウズベキスタ ンでは行われ

ているのが事実である。

表3分 野別後期中等職業教育卒業者への労働需要

2004-2009合 計

('000)

2003年 か ら2009年 にか けての

増加(%)

産業,交 通,通 信 629.5 129.9

建築,住 宅,通 信 サ ー ビス 228.0 126.4

農業産業複合体 218.9 130.1

薬 学 813 130.7

教育,文 化,ス ポー ツ 12α1 12&8

経済,法,社 会 保 障 69翫6 129.6

コ ン ピ ュ ー タ ー,情 報 技 術 44.6 127.5

サ ー ビ ス 371.7 1343

ウズベ キス タ ン 2β89.6 130.1

出所:MinistryofEconomy(2007)を も と に筆 者 作 成

5.3.2地 方 レベル

算出された後期中等職業教育の卒業者への労働需要 は,多 くの地域で高いものとなってい

る(表4参 照)。 表4は2009年 まで後期中等職業教育の卒業者への労働需要が増加 し続ける

ことを示 している。例えば,フ ェルガナ州においては2004年 か ら2009年 までの間に,25万6

千人の後期中等職業教育の卒業者が必要 とされている。 ブカラ州においては17万4千 人が必

要 とされ,タ シュケ ント州では16万8千 人が必要 とされている。政府の算出によると,2004

年か ら2009年 までの間に,240万 人の後期中等職業教育の卒業生が必要 とされている。表5

は2007/2008年 の経済分野及び地域別の後期中等職業教育の卒業者への労働需要を示 してい
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表4地 域別の後期中等職業教育卒業者への労働需要

州 2004-2009合 計('000) 2003年 か ら2009年 にか けて の増加率(%)

Republicofkarakalpakstan 111.3 141.4

And輻an 188.3 130.6

Bukhara 174.4 134.4

Jizzak 78.3 183.3

Kashkadariya 195.5 140.0

Navoiy 147.9 111.2

Namanga11 161.4 ll6.5

Smarkand 248.9 134.3

Sur㎞andariya 154.8 120.8

Sh7dariya 69.7 152.7

Tashkentprovince 167.8 138.6

Fergana 255.6 115.5

Khorezm 156.9 125.3

TashkentCity 278.7 130.5

RepublicofUzbekistan 2389.6 130.1

出 典:MinistryofEconomy(2007)を も と に筆 者 作成

表5後 期中等職業教育開発プログラム

ア カデ ミ ック ・リセ
職業学校

2006
2009(計 画)

2006 2009(計 画)
校数 生徒数

農業

校数 生徒数 校数 生徒数 校数 生徒数 校数 生徒数

RepublicKa醐paks㎞ 7 5,155 10 7,050 76 71,269 27 25,783 134 70,570

Andizhan 11 5,919 13 8,250 86 78,504 18 16,998 129 91,475

Bukhara 5 2,384 7 5,625 49 42,425 11 7,582 119 58,320

Djizhak 3 1,682 6 3,600 41 33,475 14 8,997 82 42,850

Kashkadarya 6 3,521 9 5,265 73 73,598 19 20,936 158 106,000

Navoi 4 2,165 4 2,250 32 28,468 10 8,076 64 38,020

Namangan 5 3,716 10 6,750 81 71,407 18 14,237 131 86,675

Samar㎞d 11 6,632 19 15,000 93 84,312 20 18,350 202 127,700

Surkhandarya 2 1,663 7 4,500 69 58,828 27 19,583 146 82,060

Syrda㎜ 2 1,262 5 3,225 35 23,232 7 3,909 68 29,410

Tashkent 4 1,811 9 6,650 78 61,131 20 13,839 164 91,570

Fergana 8 3β37 19 13,675 93 87,940 20 17,277 161 101β50

Khorezm 2 1,978 6 4,275 65 56,068 13 11,251 110 60,190

Tashkentcity 29 13,645 43 24,435 85 93,113 2 2,660 97 67,785

RepublicUzbekistan(Tota1) 99 55,370 167 110,550 956 863,770 226 189,478 1,765 1,054,475

出所:ResolutionofC2tbinetofMinistersN4730f29.10.03,SSVE2007を もとに著者作成

る。 こ の 中 で,多 くの地 方 で 労 働 需 要 が 高 い こ とが み て とれ る。

さ らに 労 働 市 場 へ の供 給 側 を み る と,表5か ら は ウ ズ ベ キ ス タ ン政 府 が2009年 ま で に 後 期

中 等 職 業 教 育 を 拡 大 させ よ う と して い る こ とが 分 か る で あ ろ う。 特 に,職 業 学 校 の 拡 大 予 測
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表6地 域別職業学校(PC)開 発計画

2006年 実施 2006年 実施 2007年 計画 2008年 計画 2009年 計画

校数 生徒数 校数 生徒数 校数 生徒数 校数 生徒数 校数 生徒数

RepublicK㎜kalpakstan 103 56,770 76 71,269 115 62,020 122 65,320 134 70,570

Andijan 94 67ρ25 86 78,504 104 74,525 118 83β75 129 91,475

Bukhara 79 40,620 49 42,425 89 44,970 103 51,270 119 58,320

Dlizak 61 32,650 41 33,475 68 35,950 76 39β50 82 42,850

Kashkadaゴa 102 69,250 73 73,598 117 79ρ00 135 91,600 158 106,000

Navoi 44 28,120 32 28,468 51 31,570 59 35,470 64 38,020

Namangan 96 64,025 81 71,407 106 70,625 ll8 78,125 131 86,675

Samarkand 133 86,750 93 84,312 151 98,650 174 112,600 202 127,700

Surkhandaria 92 53,110 69 58,828 110 62,560 126 71,260 146 82,060

Syrdaria 51 21,910 35 23,232 57 24,760 63 27,460 68 29,410

Tashkent 112 63,220 78 61,131 126 70,870 142 79,420 164 91,570

Fergana 115 75,150 93 87,940 130 84,000 143 91,950 161 101,850

Khorezm 80 44,140 65 56,068 90 49,690 101 55,240 110 60,190

Tashkentcity 90 64,985 85 93,113 92 65β85 95 67,035 97 67,785

RepublicUzbekistan 1,252 767,725 956 863,770 1,406 855,975 1,575 949,975 1,765 1,054,475

出所:ResolutionofCabinetofMinistersN4730f29.10.03,SSVE2007を もと に筆 者 作 成

には著 しい ものがある。政府は956校 の職業学校を1765校 まで増加 させようと計画 しており,

これは85%増 加させることを意味 している。同時に,職 業学校の生徒数を,2006年 の86万4

千人か ら2009年 には105万4千 人へ となるように,22%増 加させる予定である。 この二つの

計画は,と りわけ職業学校数を増加 させる計画は,非 常に壮大な計画であ り,建 設の遅れに

よって達成不可能であると見 られている。

ウズベキスタン政府は,地 域別の2004年 から2009年 までの職業学校開発計画 も作成 してい

る(表6参 照)。 すべての地域において,こ の期間中に職業学校数 と生徒数が増加する見通

しとなっている。例えば,カ シュカダ リァとサマルカンド地方 において,こ の期間中に,職

業学校数が50%以 上増加する見込みである。その一方で,タ シュケ ント市街地のような地域

では,8%増 程度にとどまる見込みである。

6研 究 手 法

本研究では,2007年3月 にウズベキスタンにて調査を行 った際に集めたデータをもとに分

析を行う。本調査は,首 都タシュケン ト市 とタシュケント州,そ してブカラ州にて調査を行

った。首都タシュケン ト市では,国 民教育省や高等教育 ・後期中等教育省を始め,労 働省,

経済省,財 務省などを訪問 して,国 レベルのマクロデータを入手 した。州 レベルでは,タ シ

ュケント州 とブカラ州にて高等教育 ・後期中等教育担当局長にインタビューを し,資 料 ・デ

ータを入手 した。さらに,現 地の後期中等農業学校にて校長先生や数名の教員にインタビュ

ー調杏を行 った.本 研究では.そ れ らのデータをもとに州レベルと学校 レベルでの後期中等



54 第197巻 第4号

表7職 業学 校(PC)と ア カデ ミック ・リセ(N)の 校数,2006年 度

州 PC 乱 合計

RepublicGfKarakaipaks㎞ 76 7 83

Andizhan 86 11 97

Bu㎞ara 49 5 54

Dlizh出 41 3 44

Kashkadarya 73 6 79

Navoi 32 4 36

Namangan 81 5 86

Samar㎞d 93 ll 104

Sur㎞andarya 35 2 37

Syrdarya 69 2 71

Tashkent 78 4 82

Fergana 93 8 101

Khorezm 65 2 67

CityofTashkent 85 29 114

RepublicofUzbekistan 956 99 1,055

出所:CSSVE(2007)を もとに筆者作成

職業学校(特 に農業学校)と 雇用の関係を分析する。学校 レベルでの事例 として,ブ カラ州

に位置す る1)プ カラ ・ガラオ シ職業学校2)ブ カラ農業経済職業学校,と タシュケ ント州

の3)キ ブレイ農業職業学校の3つ の農業職業学校を学校 レベルの事例研究として選択 した。

ブカラ州 とタシュケン ト州の後期中等学校 について簡単に概説する。表7が 示すようにブ

カラ州には,54校 の後期中等学校があり,そ の49校 は職業学校で,ア カデ ミック ・リセ(普

通校)は5校 のみである。タシュケ ント州には78の職業学校と4の アカデ ミック ・リセが存

在 している。ブカラとタシュケン ト地方における,後 期中等学校に占める職業学校の割合は,

それぞれ91%と95%で ある(表7参 照)。

本研究では,事 前に州教育局や学校にデータをお願い したが,全 てのデータが入手できな

か ったので,入 手できたデータをもとに分析結果を概説する。

7調 査 の 結 果

7.1タ シュケン ト州

ウズベキスタン政府はNPPrとNPSEDの もと後期中等職業教育の拡大を行 っているが,

タシュケン ト州の教育局から得たデータから,そ れがよく分かる(図5)。 職業学校(PC)

とアカデ ミック ・リセ(AL)の 卒業者数は2003年 か ら大幅に上昇 している。2003年 には1

千人の卒業者 しかいなかったが,2006年 には1万5千 人以上にまで上昇 している。これはタ

シュケン ト州で後期中等学校が建て られ,そ れに入学する学生が増えている証拠である。
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図5タ シ ュ ケ ン ト州 に お け る職 業 学 校(PC)と ア カ デ ミ ッ ク ・ リセ(AL)卒 業 者 数
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出所:TashkentRegionCSSVE(2007)を もとに筆者作成

図6
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出所:Tashkent州CSSVE(2007)を もとに筆者作成

2005 2006

同時期のタシュケン ト州 における卒業生の雇用についてみることとす る。後期中等学校

(PCとAL)の 卒業者の就職率は2001年 に100%で あったのが,2006年 には82%ま で低下 し

ている(図6参 照)。 就職 しなかった卒業生は,大 学へ進学 したか,職 についていないかで

ある。今回,集 めたデータでは,ど れ くらいの割合の後期 中等職業学校卒業者が,よ り高等

な教育機関にも行かず,か つ職にも就 いていないか知 ることはできない。 しかし,急 激な卒

業生の数の伸びに対 して,80%以 上の卒業生が就職 しているのは,悪 くない指標ではないだ

ろうか。なぜならアカデ ミック ・リセ(AL)の 卒業生の多 くが大学に進学 しているし,PC

の卒業生で大学に進学する学生 もいるか らである。次に,州 レベルのデータで分からない部

分を学校 レベルのデータを使 って分析することとする。

タシュケ ント州には,4つ の農業職業学校が存在 している。 キブレイ農業職業学校,ア ク
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ルガ ン農業職業学校,パ スケ ント農業職業学校,タ シュケン ト"ケ ンソイ"農 業職業学校の

4校 である。 この4校 の職業学校は,2006年 に770人 の卒業生を送 り出 した。 しかし,168人

の生徒達 は大学で勉強を続けるか,仕 事に就いていないかという進路を取 っている。従って,

これ ら4校 の職業学校の就職率は78%で ある。キブレイ農業職業学校 とタシュケン ト"ケ ン

ソイ"農 業職業学校の就職率が85%を 超えているのに対 してパスケン ト農業職業学校のそれ

は56%に すぎない。

表8タ シ ュケ ン ト州 農業 分野 専 門学校 卒業者,2006年 度

卒業者数 不就学かつ無職 雇用率(%)

キブレイ農業職業学校 267 38 85.8

アクルガン農業職業学校 91 26 7L4

パスケント農業職業学校 146 65 55.5

タ シュケ ン ト 凹ケ ンソイ"農 業職 業学 校 266 39 85.3

合 計 770 168 78.2

出典:TashkentRegionCSSVE(2007)を も と に著 者 作 成

タシュケン ト州では,3万5千 人の生徒達が2005年 に職業学校に入学を許可されているが,

2010年 までにこの数字は5万3千 人まで拡大される予定である。つまり,2010年 までに職業

学校に入学する生徒を50%増 加させる計画である。その一方で,2005年 にアカデ ミック・リ

セに入学を許可 された生徒は1500名 しかいない。 さらに,こ の値 も2010年 までに3000人 まで

にしか拡大されない予定である。 これは,タ シュケ ント地方政府が職業学校を人的開発の分

野で重視 していることを明確に表している。

図7は,後 期中等教育卒業者に対する人的資源需要を表 したものである。工業分野(28

図7タ シュケント州後期中等職業教育の卒業者内訳(%)

1.8
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出所:MinistryofEconomy(2007),CSSVE,を も とに著 者 作 成
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表9タ シ ュケ ン ト州 にお ける必 要労働 力

2005 必要労働量予想
専 門

(実施) 2006 2007 2008 2009 2010

工 業
78,735

(18.0%)

1,262

(12.7%)

649

(5.0%)

685
(4.7%)

713
(4.3%)

767

(4.1%)

農 業
128,708
(29.4%)

1,287
(12.9%)

2β92

(18.5%)

2,913
(19.9%)

3,518
(21.1%)

4,165
(22.0%)

林 業
1,071

(02%)
0

(0.0%)

0
(0.0%)

0
(0.0%)

7
(0.0%)

14
(0.1%)

輸 送
10β69

(2.4%)

46
(0.5%)

115
(0.9%)

151
(1.0%)

202
(1.2%)

245

(1.3%)

通 信
3ρ42

(0.7%)

146

(1.5%)

154
(L2%)

221
(1.5%)

248
(1.5%)

269
(1.4%)

建 築
5,738

(1.3%)

29
(0.3%)

47

(0.4%)

61

(0.4%)

70

(0.4%)

80

(0.4%)

公的セ クターによる貿易
16,897

(3.9%)

1β50

(18.6%)

2,182
(16.9%)

2,435
(16.6%)

2,779
(16.6%)

3,155

(16.7%)

住宅/通 信サー ビス
22,656

(5.2%)

2,541

(25.5%)

2,882

(22.3%)

3,280

(22.4%)

3,841

(23.0%)

4,337

(22.9%)

公共保健/体 育
38,005
(8.7%)

1,415

(14.2%)

1,655
(12.8%)

1,821

(12.4%)

1,764
(10.6%)

1,817

(9.6%)

教 育
74,096

(16.9%)
861

(8.6%)

1,658

(12.8%)

1,907
(13.0%)

2,258
(13.5%)

2,591
(13.7%)

文化,芸 術
3,462

(0.8%)
11

(0.1%)
10

(0.1%)
8

(0.1%)
6

(0.0%)
4

(0.0%)

科学技術分野
2,928

(0。7%)

0

(0.0%)

0

(0。0%)

0
(0.0%)

15

(0,1%)

0
(0.0%)

金 融,ク レ ジ ッ ト,保 険
3,610

(0.8%)

432
(4.3%)

441
(3.4%)

508

(3。5%)

51
(3.1%)

585
(3.1%)

政府経済機関
10,610
(2.4%)

16
(02%)

151
(1.2%)

14
(0.1%)

14
(0.1%)

12
(0.1%)

そ の 他
38,375
(8.8%)

77

(0.8%)

604

(4.7%)

655
(4.5%)

755
(4.5%)

879
(4.6%)

合 計
438,302

(100%)

9,973

(100%)

12,940

(100%)

14,659

(100%)

16,703
(100%)

18,920
(100%)

出 典:TashkentRegionCSSVE(2007)を も とに 著 者 作 成

%)と 農業分野(21%)へ の需要が高い一方で,他 の専門分野は10%以 下と低い値を示 して

いる。この図か ら,地 方政府が農業分野に焦点を当てていることも窺 うことができる。 この

図7を より詳細に読み解いていくと,農 業分野において12万9千 人の労働需要があることが

わかる。政府は2006年 には1300人 以上の労働力が農業分野で必要 とされると見込んでいる。

そして,こ の労働需要は2010年 まで上昇 し続ける。表9で 示されているように,2006年 から

2010年 までの間に1万4千 人以上の労働者が農業分野において必要 とされると試算されてい

る。 さらに,住 宅/通 信サービス,公 教育/保 健の分野に対す る労働需要 も,次 年度はさら

に高 くなると試算されている(表9参 照)。
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図8ブ カラ州における必要後期中等職業教育の卒業者数
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出所:MinistryofEconomy(2007年),CSSVEを もと に 筆 者 作 成

7.2ブ カラ州

ブカラ州において も農業分野に対する労働需要はかな り高い。図8が 示すように,中 等特

別職業教育の卒業者の20%以 上が農業分野に就業することが予想されている。次 いで通信

(11%),建 築(10%),サ ービス部門(10%)と な っている。

残念なが らブカラ州における後期中等学校と雇用の関係はデータが不足 しているためこれ

以上の説明はできない。

7.3学 校 レベルでの調査結果

7.3.1ブ カラ ・ガラオシエ職業学校

ブカラ州のブカラ ・ガラオシエ職業学校 は2006/2007年 度に620名 の生徒が在籍 してお り,

その内130名 は女性である。農業機械 と農業財政がこの職業学校での主要な学科である。 こ

の学校の詳細は表10が 示 している。

ブカラ ・ガラオシエ職業学校の卒業生の進路をみると,そ の多 くは自分達が職業学校で学

んだことと関連のある職 に就いている。2002/03年 度から2005/06年 度の間に,卒 業生の74

%は 専門性 と関連するか,専 門分野に近い職種で職を得ている。2004/05年 には46%の 卒業

生 しか専門性と関連する職 に就けなか ったが,2002/03,2003/04,2005/06年 度 にはほぼ90

%の 卒業生が,専 門性 と関連する職業に就 いている(表11照)。 表11は 卒業生の2%し か無

職に分類されていないことも示 している。 この学校の校長と教員にインタ ビューした際には,

主に女生徒を中心 に家に留まることを望む者 もいた。求職活動を行って,職 を見つ けられな

か った卒業生はわずかである。
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表10ブ カ ラ ・ガ ラオ シエ 職 業 学校 の生徒 数(2006/2007)

第1学 年 第2学 年 第3学 年 合計

合計 女性 合計 女性 合計 女性 合計 女性

畜産農家 22 0 22 0 10 0 54 0

農業機械 55 0 27 0 23 0 105 0

農学(junior) 0 0 24 0 0 0 24 0

獣 医 0 0 20 0 12 0 32 0

大規模農業 24 0 0 0 18 0 43 0

会 計 0 0 29 11 26 9 55 20

コ ン ピ ュ ー タ ー 管 理 30 14 26 11 0 0 56 25

土 地 0 0 0 0 16 8 16 8

経 営 0 0 0 0 20 10 20 10

交通管理 0 0 0 0 20 1 20 1

自動車修理工 58 0 0 0 0 0 58 0

金 融 90 41 27 10 0 0 117 51

農産物貯蔵 ・加工 20 15 0 0 0 0 20 15

合 計 299 70 175 32 145 28 620 130

出所:BUkharaGalaosieProfessionalCollege(2007)の デ ー タ を も とに 筆者 作 成

表11ブ カラ ・ガ ラオ シエ職 業学 校卒 業者 雇用 状況,2002-2006年

2002/03 2003!04 2004/05 2005/06 Total

卒 業 者 49 96 109 101 355

学位取得者 49 83 97 100 329

学位非取得者 0 13 12 1 26

専門分野に就職 した者 31 56 7 53 147

専門分野に近い分野で就職した者 12 26 43 36 117

そ の 他 0 4 8 4 16

より高等な教育への進学者 4 6 14 4 28

無 職 2 1 1 4 8

引 っ越 しした者 0 3 1 0 4

出典:BukharaGalaosieProfessionalCollege(2007)の デ ー タ を も と に著 者 作 成

7.3.2ブ カラ農業経済職業学校

ブカラ州のブカラ農業経済職業学校はブカラ ・ガラオ シエ職業学校よりはるかに多 くの生

徒数を抱えている。 ブカラ農業経済職業学校は,2001/02年 度か ら2005/06年 度までの間に

1200名 以上の卒業生を送 り出し,76%の 卒業生が専門性 と関連するか専門性に近い職業 に就

いている。その一方で,2001/02年 度か ら2005/06年 度の間に5.5%の 卒業生の進路 は無職 と
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表12ブ カ ラ農 業経 済職 業学校 卒 業者 の雇用 状況,2002-2006年

2001/02 2002/03 2003/04 2004/05 2005/06 合計

卒 業 者 313 120 256 263 267 1,219

専門分野 に就職 した者 153 61 107 125 104 550

専門分野 に近い分野での就職者 86 35 84 80 93 378

そ の 他 31 11 35 39 30 146

大学進学者 25 9 14 9 21 78

無 職 18 4 16 10 19 67

出 所:BukharaAgroeconomicProfessionalCollege(2007)の デ ー タ も と に筆 者 作 成

図9専 門分野 別 ブカ ラ農 業経 済職 業学 校卒 業者就 職状 況

農業機械化,17.6%

%

公共 交通機関運営,8633

自動 車運 送マネー ジメン

31.12%

農業生産物貯蔵 。加工,124%

大規模農業運営,14.5%

会 計,43.16%

法 律,42.16%

出所:BukharaAgroeconomicProfessionalCollege(2007)の デ ー タを も とに 筆 者 作 成

分類され,6.4%の 卒業生はさらに教育を受 ける道を選んでいる(表12参 照)。

ブカラ農業経済職業学校では卒業生の33%は,政 府が運営する自動車輸送産業に就職 して

いる(図9参 照)。43%の 卒業生は,会 計か法律の専門家になっている。卒業生の4%だ け

が農産物の加工または貯蔵に携わっている。ブカラ農業経済職業学校の卒業生の雇用状況を

詳細に専門ごとに見てい くと90%以 上の卒業生は,1)獣 医,2)農 産物の加工または貯

蔵,3)プ ラント農家の運営に携わっており,こ れらが専門性に関連 した,な いしは専門性

に近い産業である。一方で,法 学の就職率は48%に すぎない(表13を 参照)。 自動車運送マ

ネージメントと公共交通機関マネージメントを学んだ者の10%以 上の進路は無職である一方

で,法 学を学んだ者の40%以 上が大学へ進学 している。

7.3.3キ ブレイ農業職業学校

表14は タシケン ト州のキブレイ農業職業学校の在校者数を示 したものである。入学者数は

2004年 には315名 いたのに対 し,2007年 には176名 まで減少 している。 これによって,在 校者
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表13ブ カラ農業経済職業学校卒業者の雇用状況,2005/06年
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専門分野(専 攻) 卒業者数
専門分野に
就職した者

専門分野 に近い

分野に就職 した者
その他

よ り高等な

教育への進学者
無職

農業の機械化 17 14 1 1 0 1

獣 医 22 17 3 0 1 1

農産物加工と貯藏 12 7 4 0 1 0

大規模農業運営 14 12 1 0 1 0

会 計 43 13 16 11 1 2

法 学 42 17 3 3 17 2

運輸運営 31 11 10 6 0 4

自動車公共交通機関 86 13 55 9 0 9

合 計 267 104 93 30 21 19

出所:BukharaAgroeconomicProfessionalCol且ege(2007)を もとに筆者作成

表14キ ブ レイ 農 業 職 業 学 校 学 年 別 在 学 者 数

学 年 2004 2005 2006 2007

第1学 年

第2学 年

第3学 年

315

255

236

231

290

245

212

231

284

176

203

215

合 計 806 766 727 594

出所:KibrayAghcUlturalProfessionalCollege(2007)を もとに筆者作成

図10キ ブ レイ農 業職業 学校
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200・9

→ 一卒業者数
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出所:TashkentRegio駐CSSVEを もとに筆者作成

数 も2004年 に は806名 い た の が2007年 に は594名 ま で 減 少 して い る。 キ ブ レイ農 業 職 業 学 校 の

卒 業 者 数 を 見 て み る と,2004年 か ら2006年 の 間 に 卒 業 者 数 は増 加 して い る(図10参 照)。 さ

らに,こ の間 は就 職 率 も高 い状 態 を維 持 して い る。 ほぼ す べ て の 卒 業 生 が 学 校 で学 ん だ こ と
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図11キ ブレイ農業職業学校卒業者
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KbrayAgriculturalProfessionalCollege(2007)を もと に 筆者 作 成

と関係のある職に就いている。

図11は キブレイ農業職業学校の卒業生の詳細を表 している。 この図によると,約70%の 卒

業生は自分達の専門分野 と同 じ職種に就いている。 そして,約20%の 卒業生は,自 分達の専

門分野 に近い職種に就職 している。約5%の 卒業生はさらにより高等な教育機関へ進学 して

いる一方で,残 りの5%の 学生は,職 にも就いていないし,よ り高等な教育機関へも進学 し

ていない。

8お わ り に

ウズベキスタンの教育 と雇用の関係を分析するにあたり,デ ータを入手するのが一般的に

非常 に困難であるが,本 研究では,現 地調査で入手 したデータを用い,現 在のウズベキスタ

ンにおける後期中等教育 と雇用の関係についての現状を分析 した。本来であれば労働市場の

分析 には労働調査(laborsurvey)や 家計調査(householdsurvey)の データを用いた分析を

行 うが,本 研究ではこのようなデータが入手できなか ったので,政 府のデータや教育を提供

す る学校から得たデータ,つ まり労働者の供給の側の視点からウズベキスタンの現状を分析

することとした。本研究を行 うために訪問 した後期中等農業高校 もどちらかというと州都の

近 くに位置 してお り,農 村部の学校とその雇用の関係はよく分かっていない。これらは,今

後の研究課題 とする。

本研究の目的であるウズベキスタンにおける後期中等職業教育(特 に農業学校)と 雇用の

関係を総括す ると,政 府の計画的な教育政策のもと後期中等職業学校が数多 く建てられてお

り,中 央政府が分析 した産業分野の人材需要 とリンクした教育改革が実施されている。現在

のところウズベキスタンの安定 したマクロ経済に支え られて,後 期中等職業教育 と雇用の関

係はうまくいっているようである。 しか し,後 期中等教育までも義務教育に掲げるウズベキ
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スタンが今後,後 期中等職業教育を拡大 していくにあたり,新 しい知識 とスキルを持 った轍

員の確保は必然であり,教 育の質を維持,ま たは向上させることが大きな課題となるであろ

う。

本 論 文 は著 者 が 国 際 協 力 銀 行 の シ ニ ア ・ア ドバ イ ザ ー と して 作 成 した 下 記 の 報 告 書 を も と に作 成

した 。Ogawa,K."Chapter5:]LaborMarketAnalysis"inHirosato,Y.andK.Ogawa,EducationSectoi

StudyinUzbekiStan:Foctcsi㎎90nSenio「Secon4iaryEducation,JapanBankforInternationalCoopera-

tion,2007.
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